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り、より高い優先順位のリスク低減措置を

実施することにより、「合理的に実現可能

な程度に低い」(ALARP) レベルにまで適切

にリスクを低減するという考え方を規定し

たものであること。

　なお、低減されるリスクの効果に比較し

て必要な費用等が大幅に大きいなど、両者

に著しい不均衡を発生させる場合であって

も、死亡や重篤な後遺障害をもたらす可能

性が高い場合等、対策の実施に著しく合理

性を欠くとはいえない場合には、措置を実

施すべきものであること。

(3) 指針の 10(2) に従い、リスク低減のため

の対策を決定する際には、既存の行政指針、

ガイドライン等に定められている対策と同

等以上とすることが望ましいこと。また、 

高齢者、日本語が通じない労働者、経験の

浅い労働者等、安全衛生対策上の弱者に対

しても有効なレベルまでリスクが低減され

るべきものであること。

(4) 指針の 10(3) は、死亡、後遺障害又は重

篤な疾病をもたらすリスクに対して、(2)

の考え方に基づく適切なリスク低減を実施

するのに時間を要する場合に、それを放置

することなく、実施可能な暫定的な措置を

直ちに実施する必要があることを規定した

ものであること。

11　記録について

(1) 指針の 11(1) から (5) までに掲げる事項

を記録するに当たっては、調査等を実施し

た日付及び実施者を明記すること。

(2) 指針の 11(5) のリスク低減措置には、当

該措置を実施した後に見込まれるリスクを

見積もることも含まれること。

(3) 調査等の記録は、次回調査等を実施する

まで保管すること。なお、記録の記載例を

別添５に示す。

要する負担がリスク低減による労働災害防

止効果と比較して大幅に大きく、両者に著

しい不均衡が発生する場合であって、措置

を講ずることを求めることが著しく合理性

を欠くと考えられるときを除き、可能な限

り高い優先順位のリスク低減措置を実施す

る必要があるものとする。

(3) なお、死亡、後遺障害又は重篤な疾病を

もたらすおそれのあるリスクに対して、適

切なリスク低減措置の実施に時間を要する

場合は、暫定的な措置を直ちに講ずるもの

とする

11　記録

　事業者は、次に掲げる事項を記録するものと

する。

(1) 洗い出した作業

(2) 特定した危険性又は有害性

(3) 見積もったリスク

(4) 設定したリスク低減措置の優先度

(5) 実施したリスク低減措置の内容


